
軽井沢町の自然保護のための

土地利用行為の手続等に関する条例

の一部改正（勧告・公表規定の改正）について

施行日：令和８年10月１日



条例改正の目的・背景

1

背 景

「軽井沢町の自然保護のための土地利用

行為の手続等に関する条例」に基づき、

特定の土地利用行為を行う場合には、町

長との事前協議を義務付けている。

しかし、町長との事前協議を経ずに土地

利用行為が行われている事例がある。

特定の土地利用行為（一部抜粋）

・土地の分譲又は分割（3区画以上）

・スポーツ施設、レクリエーション施設の設

    置又は変更

・一戸建て専用住宅等を除く建築物又は工作

物の新築・増築・改築・移転

・飲食物の提供又は興行その他これらに類す

   る行為

・面積が300㎡以上の木竹の伐採 他

事前着手等の違反行為の抑制の実効性を高めるため、勧告・公表規定の改正を行う目 的：



赤字＝改正（追加）部分主な改正の内容（概要）

正当な理由がなく勧告
に応じないときは、
必要な手続きを経て
氏名・住所等を公表

町長が必要な措置
を講ずるよう勧告

違反行為

違反行為事前協議が終了する前に土地利用行為に

着手したとき又はその準備行為があった

とき。

１

2

勧告・公表の流れ

公 表

事前協議の書類に虚偽の記載があるとき。２

勧 告

勧告・公表の対象者

土地利用行為者 設 計 者
工事の請負人

（下請人を含む）



改正条例のスケジュール（令和８年）

3

９月30日
公 布

10月１日
施 行



事業者・設計者・工事関係者の皆さまへ

3

適正な手続きの徹底をお願いします

１．早期のご相談

事業計画の初期段階から、環境課へ手続きの流
れや必要書類をご確認ください。

２．着手タイミングの厳守

事前協議が全て終了するまでは、工事はもちろん、
樹木の伐採や造成、仮設道路・進入路の設置等
の準備行為も一切行えません。

３．関係者間での情報共有

土地利用行為者・設計者・工事請負人・下請人の
全員が条例の内容を正しく共有し、理解してくださ
い。

４
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